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１ 視察先 

 

(1) 鹿児島県出水市 

(2) 鹿児島県鹿児島市 

(3) 鹿児島県指宿市 

 

 

２ 視察内容 

 

(1) 鹿児島県出水市  ＡＩオンデマンド交通事業について 

令和７年 10 月 29 日（水）午後３時から午後４時 30 分まで 

場所：出水市役所 

説明：出水市政策経営部コミュニティ推進課長、コミュニティ推進係主査 

 

【調査概要】 

 出水市は、旧出水市、高尾野町、野田町の２市１町が平成 18 年に合併し、誕生

した。令和７年４月１日時点での人口は５万 872 人。 

国内最大の鶴の越冬地であり、毎年 10 月中旬から 12 月頃にかけて１万羽以上の

鶴が渡来し、３月頃まで越冬する。令和３年には「出水ツルの越冬地」がラムサー

ル条約湿地に登録され、令和４年には市が国内で初めてラムサール条約湿地認証都

市に登録された。 

また、出水は肥後藩（現在の熊本県）との境にあり、藩の防衛上、特に重要な拠

点の一つであった。令和元年には出水麓、野間之関跡、湯川内温泉が日本遺産「薩

摩の武士が生きた町～武家屋敷群「麓」を歩く～」に認定されており、渡来数日本

一の鶴の越冬地と薩摩藩時代の武家屋敷群を有する「ツルと歴史のまち」となって

いる。 

 

 視察目的：ＡＩオンデマンド交通事業について 

 

市では、従来からコミュニティバスである出水ふれあいバスを中心とする地域公

共交通体系が構築されていたが、利用者の減少及び運転手不足により、路線の維持

確保が困難な状況となっていた。そこで、令和４年度から庁内及び出水市地域公共

交通活性化協議会において、地域公共交通の維持確保及び利便性の向上という二つ

の観点から、地域公共交通の見直し案を検討・協議してきた。 

同協議会での約２年間の協議を経て、昨年 10 月に出水ふれあいバスの路線の再

編及びＡＩオンデマンド交通「チョイソコいずん」の導入を行った。現在、市の暮

らしを支える地域公共交通としては、ローカル鉄道の肥薩おれんじ鉄道を含む「鉄

道」、旭交通株式会社と有限会社出水タクシーの２社がいるほか、市が乗合いで実

施している「タクシー」、「バス」、そして「チョイソコいずん」の四つが挙げら

れる。 

① 出水ふれあいバスの路線の再編 

既存の 10 路線から６路線に見直し、大中小の三つの循環路線（ぐる ぐる
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バス）を中心とする、通院や買い物に便利な路線にリニューアルした。 

 

② ＡＩオンデマンド交通「チョイソコいずん」の導入 

ふれあいバスが廃止された４路線（旧高尾野町・旧野田町の路線）において、

代替交通としてチョイソコいずんを導入した。 

 

チョイソコいずんとは、その日の予約状況に応じて、ＡＩが最も効率的な運行経

路を算出する乗合型の交通サービスである。運賃は１回の乗車につき１人当たり原

則 200 円。会員制・予約制のサービスであり、無料の登録が必要である。 

停留所はあるが、決まった時刻表や路線はないため、運行時間内であれば柔軟な

運行が可能となっている。運行は平日及び第２・第４土曜日の午前９時から午後４

時までであり、これは民業圧迫にならないよう事業者と合意形成を図った上で決定

されている。 

予約はコールセンター又は予約用ウェブサイトから可能である。利用日の２週間

前から当日 30 分前までの予約が可能であるため、空きがあれば最短 30 分後の便か

ら利用することができる。予約用ウェブサイトにおいて、観光客等はワンタイムパ

スワードが発行され利用できるため、市民以外の観光客等も気軽に利用することが

できる。 

また、普通車（ミニバン）を使用しており、バスでは入りにくい狭あいな道を入

れるメリットもある。７人乗りのミニバン２台で運行しており、定員は運転手以外

で６人。２台のうち１台は鹿児島トヨタからの寄贈車両（市の公用車）であり、も

う 1 台は鹿児島トヨタへの業務委託においてリースしている車両である。市の公用

車については、所有者が市であることから、修繕や車検に係る費用は市の予算で負

担されるが、燃料費は使用者である運行事業者（旭交通株式会社）が負担する。リ

ース車両については、修繕や車検に係る経費は委託料に含まれており、燃料費は鹿

児島トヨタからの寄贈車と同じく運行事業者（旭交通株式会社）が負担する。 

運行が開始された昨年 10 月から今年９月までの 1 年間で 2,305 人がチョイソコ

いずんを利用した。今年 10 月現在で会員数は 592 人、利用経験者数は 153 人で、

１か月当たりの乗車人員は約 192 人となっている。 

市、出水市地域公共交通活性化協議会、運行事業者等の関係としては、同協議会

が国土交通省に補助金申請を行い、運行事業者等に業務委託を行っているが、その

委託料や同協議会運営費相当額を市は負担金として協議会に支出しているものであ

る。 

また、各停留所の設置の考え方は同協議会で審議の上決定しているが、出水ふれ

あいバスからの既存の停留所、体育館や役所の支所など公共施設付近の停留所、各

自治会の公民館及び設置を希望する場所、並びにスポンサー停留所には停留所を設

置している。 

 

① 各自治会の公民館及び設置を希望する場所 

自治会長に要望調査を実施し、設置を希望する場所に関する意見を聴取して

いる。 
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② スポンサー停留所 

チョイソコいずんではスポンサー制度を導入しており、これは協賛金を頂い

た特典としてチョイソコいずんの停留所を設置するものである。店舗にとって

は客が来やすくなる、客にとっては行きつけの店舗やかかりつけ医などに行き

やすくなる、事業主にとっては協賛金が入るため採算性が向上するなどメリッ

トが多い。 

 

市民から寄せられる意見については、職員が自らバス等に乗車し、利用者や運転

手へ直接ヒアリングを行っている。意見や改善点は庁内や同協議会で共有し、必要

なアップデートを行うこととしているとのことであった。 

 

【所感】 

 出水市では路線の維持確保が困難な状況になっていたが、ふれあいバスや乗合タ

クシー等のルートや停留所も決まっている「線」と、チョイソコいずんのようにＡ

Ｉによる自動ルートを行う「面」の交通を組み合わせた交通体系へ移行したことに

より、民業と共存を図り暮らしを支える地域公共交通の実現につながったことが分

かった。令和７年度から国土交通省のフィーダー系統補助金を活用した路線の維持

確保が行われており、運営事業費は運行事業委託費約 1,045 万円、運営業務委託費

約 1,136 万円となっているが、スポンサーが増えれば委託料も下がる仕組みとなっ

ていた。 

 逗子市の場合にも、運転手不足によるバス路線の減便及びタクシーの減車が著し

いことから、持続可能な地域公共交通を目指し、地域公共交通活性化協議会を設置

して検討が進められているが、令和８年度に逗子市における地域公共交通の在り方

について一定の方向性が示されることとなっている。今回の視察を通じて、民間事

業者のバス路線の維持を図りながら、現状路線バスが走っていない地域でいかにし

て「面」として地域の足の確保につなげるのか参考になった。 

 

(2) 鹿児島県鹿児島市 ２つのインキュベーション施設を中心とした創業支援 

について 

令和７年 10 月 30 日（木）午前 10 時から午前 11 時 30 分まで 

場所：鹿児島市役所 みなと大通り別館、ｍａｒｋ ＭＥＩＺＡＮ 

説明：鹿児島市産業局産業振興部産業創出課長、産業創出係長 

 

【調査概要】 

鹿児島市は明治４年、廃藩置県とともに県庁の所在地となり、明治 22 年には市

制が施行された。平成 16 年には隣接する吉田町、桜島町、喜入町、松元町、郡山

町の５町と合併し、人口 60 万人を抱える県都として新たな一歩を踏み出した。令

和７年４月１日時点での人口は 58 万 37 人。 

 波静かな錦江湾（鹿児島湾）と雄大な活火山「桜島」を臨む景観を誇っている。

市内各所には天然温泉が湧き出ているほか、黒豚、黒牛、薩摩焼酎などの食、明治

維新をはじめ多くの偉人を輩出してきた歴史など多彩な魅力があり、今日まで南九

州の中核として着実な発展を続けている。 
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 視察目的：２つのインキュベーション施設を中心とした創業支援について 

 

市産業局 産業振興部の中でも、新産業の創出支援、クリエイティブ産業の振興、

創業支援は産業創出課 産業創出係が担っている。 

 

① ソーホーかごしま管理運営事業 

平成 16 年度より開始 

今年度当初予算額は 2,214 万 2,000 円 

 

② 新規創業者等育成支援事業 

平成 20 年度より開始 

今年度当初予算額は 936 万 3,000 円 

 

ソーホーかごしまでは、起業を目指している人や起業して間もない事業者など、

スモールビジネス企業中心の支援を行っている。受託事業者は鹿児島相互信用金庫

である。 

新規創業の促進を図るための主な取組としては、インキュベーション・マネージ

ャー（ＩＭ）の配置による相談支援や入居者支援、また起業に当たって必要な知識

やノウハウを学べるセミナー、創業スキル養成講座の企画・開催などが挙げられる。 

 ＩＭはソーホーかごしまに常駐している専門家で、正午から午後１時、祝日・年

末年始を除き、月曜日から土曜日までの午前 10 時から午後５時まで相談可能であ

る。 

施設内には、24 時間事業活動が可能な入居室が 21 室備わっている。外部の入居

審査を経て入居できるもので、使用期間は最長５年間。５年の間で事業を確立して

独立してもらうことが狙いである。ＩＭのサポートのもと、できるだけ短期間で施

設からの独立（卒業）を目指して事業活動を行ってもらうことが目標とのことであ

った。 

 

③ クリエイティブ産業創出拠点施設企画運営事業 

平成 30 年度より開始 

今年度当初予算額は 7,498 万円 

 

ｍａｒｋ ＭＥＩＺＡＮとは、クリエイティブ産業の創出とコミュニティ形成の

拠点施設であるとともに、起業したい人やスタートアップの育成と成長を支援する

ビジネス・インキュベーション施設である。受託事業者については、市から業務委

託を受けた民間企業４社で構成される共同企業体「薩摩郷中」がｍａｒｋ ＭＥＩ

ＺＡＮ企画運営事務局を組織し、ｍａｒｋ ＭＥＩＺＡＮを運営している。 

 ｍａｒｋ ＭＥＩＺＡＮでは、スタートアップ支援などベンチャー企業を中心と

した支援に主に取り組んでいる。スタートアップを目指す人や事業のスケール拡大

を目指す事業者などを対象に、イベント（ビジネスプランコンテスト、ビジネスマ

ッチングイベント、各種セミナーなど）開催のほか、経営アドバイザーやＩＴ等の
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専門領域アドバイザーによる相談支援、入居者支援、経営支援などを通じて、事業

拡大や経営基盤強化をサポートしている。 

 また、クリエイティブ産業創出拠点施設として、クリエイティブ産業のスモール

ビジネスにも対応している。これは、クリエイター、エンジニア、起業家という三

つのコミュニティに対して、地域産業・学生ネットワークなどとの交流機会の提供、

コミュニティ形成支援、クリエイティブ人材の育成支援も実施しているものである。 

 セミナーやイベントの開催、交流スペースの効果的な運用などを通して三つのコ

ミュニティ形成に取り組み、その三つのコミュニティが関わりを深め合うことでイ

ノベーションが起こる風土をつくり、将来を担う新規事業やスタートアップが生ま

れるサイクルをつくる。その一方で、クリエイターを対象にしたセミナーやエンジ

ニア向けのプログラムの開催など、各コミュニティに特化した事業も展開している。 

入居室は全 24 室あり、使用期間は最長５年間。利用時間は 24 時間年中無休であ

る。なお、視察日当日はＭＥＩＺＡＮ ＣＲＥＡＴＩＶＥ ＤＡＹＳというイベント

が開催されており、クリエイターによるトークイベントが開催されていた。客席は

満席で、世代・性別を問わない多くの参加者が真剣に耳を傾けている印象であった

が、時には笑いも起きている和やかな雰囲気であった。 

 

【所感】 

 鹿児島市では、農林水産資源が豊富なことで知られているが、魅力あふれ、付加

価値を付けた商品をつくるための人材不足が指摘されており、クリエィティブ産業

としての人材育成を行うため、二つのインキュベーション施設を中心とした創業支

援を行ってきている。個人事業主や小規模事業者を対象とした新規創業者等育成支

援を行うための施設（ソーホーかごしま）では、新規創業の促進を図ることを目的

としており、インキュベーション・マネージャーによる相談支援を通じて自らのア

イデアをビジネスプランとして作成し、令和６年では 108 名が創業に至った。 

クリエィティブ産業創出拠点施設（ｍａｒｋ ＭＥＩＺＡＮ）は、起業後複数の

従業員がおりクリエィティブ産業につながるベンチャー企業などを対象に、スター

トアップの育成と成長を支援するためのビジネス・インキュベーション施設となっ

ている。共有スペースにおいてはクリエィティブ人材等の育成支援を行うとともに、

これらの人材が多様な事業者等と交流し連携するための拠点となっていることが分

かった。逗子市における創業支援は商工会任せになっており、逗子会館においても

開始されたところではあるが、起業した後の人材育成支援や専門家によるアドバイ

スを通じ、スタートアップの育成と成長を支援するための施設につながるよう、参

考にしていきたい。 

 

(3) 鹿児島県指宿市  海業について 

令和７年 10 月 31 日（金）午前 10 時から午前 11 時 30 分まで 

場所：指宿市役所 山川庁舎、山川町漁業協同組合事務所、山川漁港 

説明：指宿市商工水産課主幹、山川町漁業協同組合代表理事組合長、参事 

 

【調査概要】 

指宿市は、薩摩半島の最南端に位置しており、平成 18 年に旧指宿市、山川町、
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開聞町の１市２町の合併により誕生した。市の全域を霧島火山脈が縦断しているほ

か、市の中央には九州最大の湖「池田湖」があり、美しい自然を誇っている。令和

２年 10 月１日時点での人口は３万 9,045 人。 

また、三方を海に囲まれており、年間平均気温は暖流の影響もあり約 18 度と高

い。その温かい気候や泉熱を利用したオクラやソラマメ、マンゴーなど特産品が豊

富である。観光についても、世界的に珍しい天然の砂むし温泉があるほか、薩摩富

士とも称される日本百名山の一つ「開聞岳」、ＪＲ最南端の駅「西大山駅」など、

豊富な資源を有している。南国情緒豊かな変化に富んだ景観は、南九州地域の観光

拠点としての役割も担っており、年間通して比較的温暖な気候による観光と農業、

畜産業が盛んなまちである。 

 

 視察目的：海業について 

 

市内には山川町漁業協同組合のほか、指宿港や今和泉漁港を中心とする「指宿漁

業協同組合」、川尻漁港や脇浦漁港を中心とする「かいゑい漁業協同組合」の三つ

の漁業協同組合があり、それぞれが特色を持った水産業を構成している。 

山川漁港は錦江湾口に位置している、原料用鰹の水揚げに特化した漁港である。

管理者は県であり、第３種漁港として昭和 25 年に指定されている。古くから天然

の良港として発展し、鰹の一本釣りで多くの鰹が水揚げされ、焼津漁港（静岡県）、

枕崎漁港（鹿児島県）と並び、鰹節三大産地の一つとしてこれまで発展してきた。

鰹節の加工を中心に、力強い地場産業が営まれている。 

また、深い入り江を活用した避難港として、県内外の漁船や一般漁船等の利用も

多い。県内唯一の防災拠点漁港として位置付けられており、緊急時の海上ルートに

おける避難、救助、輸送を行う上で極めて重要な役割を担っている。 

観光のまち・指宿においては、市に多く訪れる観光客を山川エリアに誘客し、

様々な体験を通して漁港を満喫してもらいたいという考えから、山川町漁業協同組

合を中心に海業の取組が始まったとのことである。海業の取組を進めている他の地

域との違いとしては、取組を進める主体が行政ではなく漁業協同組合が担っている

点が挙げられる。現在は、山川町漁業協同組合を中心に観光協会や商工会、農業協

同組合、行政など地元関係団体を巻き込んだ議論が進められている。 

また、山川漁港海業振興計画の全体像についての説明があったが、内港地区につ

いて、 

・ 旧荷捌所や既存購買部店舗の有効活用の観点からは、大型駐車場やトイレを

整備することを考えている。 

・ 内港荷捌所を有効活用し、海鮮浜焼きなど朝獲れの季節の魚を用いた食の体

験をしてもらう観点からは、内港荷捌所の一角を海の広場とし、海農産物市場

やバーベキュー場に整備することを考えている。 

その他、釣り体験、ＮＰＯ法人指宿観光＆体験の会が運行事業者となる漁業見学

漁船クルーズなど、海業の取組を進めているとのことであった。 

外港地区について、 

・ 外港荷捌所の見学という観点からは、安心・安全で間近に鰹の水揚げ風景を

見学することを考えている。 
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・ 冷蔵施設マイナス 50 度体験では、実際に冷凍室に入室してもらう体 験を

考えており、開催場所は山川水産加工業組合。午前９時から午後３時までの営

業で、体験時間は１時間となる。 

海業により期待される効果としては、来訪者の増加、漁業者の確保・育成など

「地域経済の活性化」、市であれば指宿鰹節、いぶすき菜の花カンパチなど「ブラ

ンド価値の向上」、また「持続可能な漁業モデルの確立」が挙げられるとのことで

あった。 

 

【所感】 

 山川漁港は水揚金額及び水揚量ともに全国 10 本の中に入る漁港となっている。

経営的に問題はないが、高齢化により漁業者が年々減少し、今後組合の存続に係る

危機的状況に陥るおそれがあることから、新たな組合員獲得のため若い青年部の漁

師が中心となり、水産業、農業、観光業と地域一体の海業の推進に取り組む地区へ

の申請を行ったものである。温泉客等を山川地区に呼び込むことで指宿市全体の集

客力がアップすることを目指し、民間事業者を活用し、事業化実現に向けて取り組

まれている。 

逗子市においても小坪漁港が海業振興モデル地区に選定され、現在漁業と観光と

の組合せによる試行的な取組を通じて事業化に向けた検討が進められてきているが、

行政が主体となって整備を進めるにも限界があることから、民間活力の活用も踏ま

えた事業を構築し、漁業者の更なる所得安定や雇用の創出、地域活性化に繋がる取

組となるよう、参考にしていきたい。 


